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２．各製品のリサイクルに係る現状

これまで前項で見てきた５鉱種のレアメタルは、含有する製品が多岐にわって

おり数多く存在する。そこで主立った製品についてリサイクルによってどの程度

のレアメタル量を確保できるかというポテンシャルの推計を行い、特にポテンシ

ャルが高い、またはポテンシャルの増加が見込まれることが明らかである製品と

して、大型家電製品、次世代自動車、パソコン、二次電池、電気電子機器全般、

超硬工具を検討の対象とした。

本項ではこれら各製品のリサイクルに係る現状について以下の通り整理する。

（１）家電４品目

①使用済製品のマテリアルフロー

家電４品目については、主に一般家庭から排出され、家電リサイクル法に

基づき、小売店等から製造事業者等に引き渡され、リサイクルプラントにお

いてリサイクルされる。

家電リサイクル法に基づく回収台数は２，５７９万台で、リユースを除い

た年間推計排出量３，０４７万台に対する回収率は約８５％3となっている。

図表 2.1 家電４品目の静脈側マテリアルフロー

国内リユース（※） ５２８万台

ユーザー
３，８４８万台

家電リサイクル法のスキーム

海外への流出 ６７０万台
（うちリユース分２７３万台）

製造事業者等
２，５７９万台

鉄スクラップ等

国内リサイクル
２，６５８万台

家電リサイクル法以外
のルート

１，２６３万台
建設解体事業者、引越業者、中古品取扱業者、
不要品回収業者、自治体などによる引取

※ＣｔｏＣ、オークション等
を含む

最終処分 ５．９万台

ネオジム磁石等の
分離回収実証事業者

ネオジム磁石原料

リサイクル事業者

出典：産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会電気・電子機器リサイクルワーキンググループ 中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会家電リサイクル制度評価検討
小委員会 第２０回合同会合資料に基づき作成。

なお、一部の中間処理業者では、エアコンのコンプレッサーからネオジム

磁石を選別し、国内磁石合金メーカーへ売却するが、多くは、ネオジム磁石

は取り出されずに鉄くず等として処理されるケースや、鉄スクラップとして

輸出されるケースが存在する。その他に不用品回収業者等を通じて海外流出

されるケースが存在する。

また、中間処理業者の中には、国内磁石合金メーカー等においてどのよう

な性状であれば買い取るか等の受入条件の情報発信を望む声があった。

更に、中古品輸出業者によって輸出されるものの中には、実際にはリユー

3 回収率の推計の対象年度は平成２２年度であり、家電エコポイント制度の対象期間となる。
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ス品ではないにも関わらずリユース品として輸出されている事例も存在する。

②消費者の排出意識（消費者アンケート調査より）

ⅰ）家電リサイクル制度の認知度

経済産業省が実施した消費者アンケート調査（H24.2）によると家電リサ

イクル制度の認知度は８４．７％となっており、全く知らないと回答した

人は５．８％であった。この結果から、家電リサイクル制度の認知度が他

の制度に比べて高いと言える。

ⅱ）廃棄先

実際に使用済家電を廃棄した人で、その廃棄先として制度上の廃棄先（小

売店、指定引取場所）を選択した人は７９．２％だったが、不用品回収業

者等を選択した人も１３．５％存在した。

ⅲ）廃棄先決定理由

廃棄先に不用品回収業者等を選択した理由として「支払う費用が安い、

またはかからない」ことを選択した人の割合は、制度上の廃棄先（小売店、

指定引取場所）に廃棄した理由として同選択肢を選択した人の割合に比べ

約５倍であった。また、制度上の廃棄先（小売店、指定引取場所）を選択

した人の理由で最も高いものは「買換えの際の案内」であった。

図表 2.2 家電４品目の消費者アンケート結果

認知度 廃棄先
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（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より）

③レアメタルの含有情報の共有状況（エアコンのコンプレッサーについて）

ⅰ）レアメタルの含有状況

２０１１年に排出される使用済エアコンのうち、ネオジム磁石を含むも
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のの割合は５％4程度であり、それ以外については希土類を含まないフェラ

イト磁石等が使用されている。今後、使用済エアコンのうちネオジム磁石

を含むものの割合は増加する見込みである。（２０２０年：６５％4）

ⅱ）含有情報の共有状況

レアメタルをリサイクルする場合、ネオジム磁石が搭載されたもののみ

を分別する必要があるが、コンプレッサーの外観からは、搭載されている

磁石の種類（ネオジム磁石、フェライト磁石等）が判別できない。

現在、コンプレッサーからのネオジム磁石回収に取り組んでいる一部の

事業者では、グループ内各メーカーからの情報提供により品番からネオジ

ム磁石の含有有無を判断するケースやメーカーと中間処理業者との間で、

機密保持契約を締結すること等より、ネオジム磁石含有有無に係る情報を

共有するケースがある。他方、メーカーから情報を得られていない場合は、

中間処理業者においてコンプレッサーを切断し、目視で含有の有無を判断

するケースや自ら組成分析を行う等、含有情報の不足が中間処理業者にお

けるレアメタルリサイクルの妨げとなっているケースも存在する。

④レアメタルリサイクルの経済性分析（エアコンのコンプレッサーについて）

ⅰ）算定範囲と条件の設定

評価対象範囲はエアコンを解体し、コンプレッサーを取り出した以降と

し、２０１０年と２０２０年において「ネオジム磁石回収なし」（ベースシ

ナリオ）の場合と「ネオジム磁石回収あり」の場合について推計を実施し

た。

なお「ネオジム磁石回収あり」については、２０１０年は手解体（シナ

リオ１）、２０２０年は最新技術（シナリオ２）による機械解体を想定して

いる。

4産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第１６回）ヒアリング資料より
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図表 2.3 エアコンの処理フローとシナリオ分岐

解体 その他

ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ

ｽﾃｰﾀ

ｼｪﾙ

ﾛｰﾀ

ﾈｵｼﾞﾑ未使用

ﾈｵｼﾞﾑ使用

手分解 物流・金属
回収へ

鉄・銅として
売却

そのまま売却

評価対象範囲

ベースシナリオとシナリオ１・２との分岐点
→ ネオジム磁石の回収の有無

輸送

切断

シナリオ１とシナリオ２との分岐点
→ 回収方法の相違（手分解or新技術）

選別

機械解体

ベースシナリオ

シナリオ２

シナリオ１

：ベースシナリオとシナリオ1・2の分岐

：シナリオ1とシナリオ2の分岐

（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より）

ⅱ）試算結果5

２０１０年の経済性を見ると「ネオジム磁石回収なし」の合計収支が「ネ

オジム磁石回収あり」の合計収支を上回る一方で、２０２０年では、エア

コンのネオジム磁石の採用率の向上（5%→65%）やレアメタルリサイクル
技術の進展等を要因として「ネオジム磁石回収あり」が「ネオジム磁石回

収なし」より優位となった。

ただし、中間処理段階の収支では、「ネオジム磁石回収なし」が「ネオジ

ム磁石回収あり」より優位となっていることから、レアメタルリサイクル

が促進されるためには、金属回収段階での収入を一定程度中間処理段階に

配分することが必要である。

5本試算は、あくまで議論の材料として、関係者ヒアリング及び既往調査等を踏まえ部分的に試算した
ものであることや、レアメタルを回収した場合、しない場合に比べ経済性が改善するのか悪化するの

かを相対的に見ることを目的としているものであり、全体収支の数値がリサイクル事業の利潤を示す

ものではないことに留意が必要。



25 
 

図表 2.4 エアコンの経済性分析結果（２０１０年～２０２０年）

（単位：百万円）

２０１０年 ２０２０年
ネオジム磁石回収

なし

手分解による

ネオジム磁石回収
ネオジム磁石回収

なし

最新技術による

ネオジム磁石回収

中間処理
費用 ８４ １１１ ３２０ ５８０

収入 ６５４ ６５９ ２，５２１ ２，７４９

中間処理段階における収支 ５７１ ５４８ ２，２００ ２，１６９

金属回収
費用 － ９ － ４４２

収入 － ２１ － １，０７３

金属回収段階における収支 － １２ － ６３１

合計収支（収入－費用） ５７１ ５６０ ２，２００ ２，８００

（回収ありの合計収支）－（回収なしの合計収支） －１１ ＋６００

（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より）

ⅲ）感度分析（年度）

経済性分析結果をベースに、２０１０年以降毎年の合計収支の変化を試

算したところ「ネオジム磁石回収あり」は、２０１４年以降に「ネオジム

磁石回収なし」に比べて優位となり、海外流出を想定したケースに対して

も、２０１８年以降に優位となった。

図表 2.5 ２０１０年以降の経過年による感度分析 結果
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百
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円

ネオジム磁石回収なし

最新技術によるネオジム磁石回収

海外流出（想定）※

※コンプレッサーを切断・解体せずに、そのまま海外輸出していると推測される事業者に
売却した場合の試算。

（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より）



26 
 

（２）次世代自動車（ＨＶ、ＰＨＥＶ、ＥＶ）

①使用済製品のマテリアルフロー

次世代自動車は一般家庭等から排出され、自動車リサイクル法に基づき、

引取業者を通じて解体業者・破砕業者によりリサイクルされる。自動車リサ

イクル法に基づく回収台数は９．６千台で、中古車輸出を除き自動車の回収

率はほぼ１００％となっている。

図表 2.6 次世代自動車の静脈側マテリアルフロー

ユーザー

HV車
9.6千台

自動車リサイクル法のスキーム

HV中古車
9.0千台

国内部品リユース

海外への流出
（リユース含む）

国内リサイクル
解体業者

（フロン類回収業者含む）

破砕
業者

引取
業者

ニッケル
水素電池
9.6千個

駆動用
モーター
9.6千個

8.2千個

1.3千個（※）

0.2千個
（うちリユース0.2千個）

1.4千個

5.2千個

3.0千個
（うちリユース2.5千個）

中古車輸出

（※）解体業者が
出荷せずに在庫
として保有してい
るものを含む。

レアメタル回収技術を
有する一部事業者

鉄スクラップ等

ネオジム磁石原料等

リサイクル事業者

出所：㈱矢野経済研究所調査に基づき作成

しかしながら、自動車リサイクル法に違反し、エアバッグ類等未処理のま

ま輸出されるケースも存在する。

また、回収後に解体業者等を通じて部品等として海外流出するものが相当

数存在する。

中でも次世代自動車の駆動用モーターは、自動車メーカーに売却されるこ

ともあるが、海外へ輸出されるものも約３１％存在する。その一方で、次世

代自動車のニッケル水素電池は、自動車メーカーに引き渡されることが多く、

輸出されることは少ない。

なお、解体業者の中には、今後国内資源循環を進めるためには、解体業者

だけでは難しく、自動車メーカーや非鉄製錬事業者等関連事業者との取引ル

ートの構築が必要との声があったほか、自動車解体業者の業界団体からは、

この業界は零細企業が多く、自動車メーカーや非鉄製錬事業者等に個社で交

渉等することはなかなか難しいので、各社が協力して業界全体で進めていく

必要があるとの声があった。

②レアメタルの含有情報の共有状況

ⅰ）レアメタルの含有状況

次世代自動車の駆動用モーターには、メーカーや車種によらず全てにネオ

ジム磁石が使用されているが、自動車の電動パワステモーターについては、

メーカー、車種、年式によって、搭載している磁石の種類（ネオジム磁石、
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フェライト磁石等）が異なっている。

次世代自動車用電池では、ニッケル水素電池はメーカーや機種によらず全

てにコバルトが使用されているが、リチウムイオン電池については、コバル

トを含む三元系正極材のほか、コバルトを含まないマンガン系正極材などが

存在しており、一台当たりのコバルト使用量の低減に向けた取組も進みつつ

ある。

ⅱ）含有情報の共有状況

次世代自動車の駆動用モーターおよびニッケル水素電池については、メー

カーや機種にかかわらず、全てにレアメタルを含有していることから、レア

メタルのリサイクル工程において、ネオジム磁石の含有情報の共有について

は課題となっていない。一方で、電動パワステ用モーターについては、搭載

している磁石の種類が混在していることからネオジム磁石搭載車種を特定す

る必要がある。

またリチウムイオン電池については、外観からコバルトの含有有無が判別

できないことや、有価金属（コバルト等）の含有量やリサイクルを阻害する

成分の混入状況を確認するため、含有情報の把握が必要となるケースがある。

そのため一部では、自動車用電池メーカー・正極材メーカーと製錬業者との

間で機密保持契約を締結すること等により、製造工程で発生する屑や不良品

中の含有情報を共有している場合も存在する。他方メーカーから情報が得ら

れない場合は、製錬業者が自ら含有量分析・評価を実施しており、製錬業者

におけるリサイクルの妨げとなっている場合も存在する。

③レアメタルリサイクルの経済性分析

ⅰ）算定範囲と条件の設定

評価対象範囲は次世代自動車を解体し、「モーター（エンジンユニット）」、

「電池」を取り出した以降とし、２０１０年と２０２０年において「レア

メタル回収なし」（ベースシナリオ）の場合と「レアメタル回収あり」の場

合について推計を実施した。

なお「レアメタル回収あり」については、２０１０年は手解体（シナリ

オ１）、２０２０年は専用設備導入（シナリオ２）によるレアメタル回収を

想定している



28 
 

図表 2.7 次世代自動車の処理フローとシナリオ分岐

解体 その他

物流・金属回収（Li，Co，Ni，Mn回収）へ

売却

：ベースシナリオとシナリオ1の分岐

評価対象範囲
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Ni水素電池

回収 物流・金属回収（Ni，Co回収）へ

売却（コバルト合金として利用）

売却（ニッケル合金として利用）

そのまま売却

分解
ｽﾃｰﾀ・ｼｪﾙ

ﾛｰﾀ 手分解

専用設備導入

鉄

磁石片

物流・金属回収
（Nd，Dy回収）へ

売却

売却

：シナリオ1とシナリオ2の分岐

ベースシナリオ

シナリオ２

シナリオ１

ベースシナリオ

ベースシナリオ

シナリオ１・２

シナリオ１・２

（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より）

ⅱ）試算結果6

２０１０年の経済性を見ると「レアメタル回収なし」の合計収支が「レ

アメタル回収あり」の合計収支を上回る一方で、２０２０年では、次世代

自動車の排出量が増加したことやレアメタルリサイクル技術の進展等を要

因として「レアメタル回収あり」が「レアメタル回収なし」より優位とな

った。

ただし、中間処理段階の収支では、依然として「レアメタル回収なし」

が「レアメタル回収あり」より優位となっていることから、レアメタルリ

サイクルが促進されるためには、金属回収段階での収入を一定程度中間処

理段階に配分することが必要である。

6本試算は、あくまで議論の材料として、関係者ヒアリング及び既往調査等を踏まえ部分的に試算した

ものであることや、レアメタルを回収した場合、しない場合に比べ経済性が改善するのか悪化するの

かを相対的に見ることを目的としているものであり、全体収支の数値がリサイクル事業の利潤を示す

ものではないことに留意が必要。
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図表 2.8 次世代自動車の経済性分析結果（２０１０年～２０２０年）

（単位：百万円）

２０１０年 ２０２０年
レアメタル回収

なし

手分解による

レアメタル回収
レアメタル回収な

し

専用設備導入による

レアメタル回収

中間処理
費用 ０ ６３ ０ ４８３

収入 ３３ ２４ ８６６ ６５３

中間処理段階における収支 ３３ －３９ ８６６ １７０

金属回収
費用 － ５０ － ８５４

収入 － ７８ － １，８６７

金属回収段階における収支 － ２８ － １，０１２

合計収支※（収入－費用） ３３ －１１ ８６６ １，１８２

（回収ありの合計収支）－（回収なしの合計収支） －４４ ＋３１６

※合計収支については、レアメタル含有部品の買取価格が評価対象外となっていることに留意が必要。

（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より）

ⅲ）感度分析（年度）

経済性分析結果をベースに、２０１０年以降毎年の合計収支の変化を試

算したところ、２０１６年以降に「レアメタル回収あり」が「レアメタル

回収なし」に比べて優位となった。

図表 2.9 ２０１０年以降の経過年による感度分析結果
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（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より）
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（３）パソコン

①使用済製品のマテリアルフロー

パソコンについては、一般家庭及び事業者より排出され、資源有効利用促

進法に基づきゆうパック等を活用し、パソコンメーカーにより回収・リサイ

クルされる。資源有効利用促進法に基づく回収量は９０万台で、リユースを

除いた年間推計排出量８９３万台に対する回収率7は約１０％となっている。

図表 2.10 パソコンの静脈側マテリアルフロー

国内リサイクル４２７万台

市町村
50万台

最終処分 ７９万台

不用品回収業者等
１３４万台

海外への流出 ６５５万台

（うちリユース分
２６３万台）

うち退蔵分
２２８万台

うち排出分
１，５５７万台

小売店
７７万台

レンタルリース会社
販社ディーラー
６９２万台

３Ｒ法以外のルート １，４１６万台

資源有効利用促進法のスキーム

６５５万台

５２０万台

製造事業者等
９０万台

国内リユース（※）

４００万台

廃棄物処理業者
中古買取業者等
１０４６万台

５０万台

２９万台

輸出業者
６５５万台

１３４万台

ユーザー
１，７８５万台
（モニターを含む）

貴金属等

ネオジム磁石の
分離回収実証事業者 ネオジム磁石原料

※ＣｔｏＣ、オークション
等を含む

リサイクル事業者

一方、中古買取業者や不用品回収業者等を通じて海外に流出するものや市

町村により最終処分場に埋め立てられているものも相当数存在するほか、回

収されても鉄くず等として処理されたり、スクラップとして輸出されるケー

スも存在する。

なお、中間処理業者の中には、ハードディスク（ＨＤＤ）からネオジム磁

石を解体・選別し、国内磁石合金メーカーへ廃磁石として売却しているケー

スも存在する。

また、一部の中間処理業者からは、国内資源循環に向けるため、適切にリ

サイクルできる事業者など関係者間での国内資源循環ルートの構築を望む声

のほか、使用済パソコンを抱えている国内リース会社の入札では、ほとんど

中国系の企業に買い負けているとの声もあった。

②消費者の排出意識（消費者アンケート調査より）

ⅰ）パソコンリサイクル制度の認知度

経済産業省が実施した消費者アンケート調査（H24.2）によると資源有効

7年間推計排出量から退蔵分及びリユース分を除いたものを分母としたもの。なお、分母には一部

有価取引のものを含むことに留意が必要。
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利用促進法に基づくパソコンリサイクル制度の認知度は２１．６％で、全

く知らないと回答した人は５５．０％であった。この結果からパソコンリ

サイクル制度の認知度は、他の制度に比べて低いと言える。

ⅱ）廃棄先

実際に使用済パソコンを廃棄した人で、その廃棄先としてパソコンメー

カーを選択した人は２２．１％であったが、不用品回収業者等を選択した

人も３０．２％存在した。なお、廃棄先として最も高かったのは小売店の

３５．９％であった。

ⅲ）希望廃棄先

使用済パソコンのリサイクル制度を知らない人で、実際の廃棄先として

パソコンメーカーを選択した人は８．０％だったが、ＰＣリサイクルマー

クが貼付されたパソコンは排出時に無料でパソコンメーカーが回収するこ

とを理解すると、パソコンメーカーを希望廃棄先と選択する人が６４．１％

まで増加した。

ⅳ）退蔵理由

使用済パソコンを家庭内に退蔵している人の割合は４６．７％で、その

退蔵理由として「手続きや準備が面倒」が３９％、「個人情報漏洩を心配」

が３５．９％、「きっかけがない」が３１％の順であった。

なお、退蔵している人は、廃棄経験者に比べ、個人情報の漏洩を心配し

ている割合が約１．５倍となっている。

図表 2.11 パソコンの消費者アンケート結果

認知度 廃棄先

廃棄したパソ

コンのメー
カー（ゆうパッ

ク利用）

22.1%

小売店（通販

の場合の通
信販売業者

を含む）

35.9%
自治体（市区

町村）

7.7%

不用品回収

業者（軽トラッ

ク等で市中を

巡回しながら

不用品を集
めている業

者）
21.5%

無料回収場

所（空き地な

どでのぼり旗

をたてて不用

品を集めてい
る場所）

8.7%

その他 4.2%

(n=1,071)
ゆうパックに

よる無料回
収が行われ

ていることを

知っていた
9.1%

ゆうパックに

よる引き取り

は知ってい

たが、無料

であることは
知らなかった

4.6%

無料である

ことは知って

いたが、ゆう

パックによる

引き取りは
知らなかった

7.9%

具体的な内

容は知らな
かったが、リ

サイクルする

制度がある

ことは知って

いた
23.4%

全く知らな

かった
55.0%

(n=40000)

制度を知らない人の希望廃棄先

※ＰＣリサイクルマークが付いているパソコンの廃棄の場合

廃棄したパソ

コンのメー
カー（ゆう

パック利用）

64.1%

小売店（通販

の場合の通

信販売業者

を含む）

18.6%

自治体（市区

町村）

5.0%

不用品回収

業者（軽トラッ
ク等で市中を

巡回しながら

不用品を集

めている業

者）
6.8%

無料回収場

所（空き地な

どでのぼり旗

をたてて不用

品を集めて

いる場所）

4.8%

その他

0.8%

(n=398)
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廃棄経験別の退蔵理由退蔵理由

39.0

17.1

27.3

35 .9

31 .0

8.3

24.7

13.2

19.1

2.4

0% 10% 20% 30% 40% 50%

廃棄する手続きや準備が面倒だから

引渡先まで持っていくのが面倒だから

廃棄するのに費用がかかると思うから

個人情報が漏れるのが心配だから

廃棄するきっかけがないから

適切にリサイクルされるかがわからないから

保存しておきたいデータ等があるから

どのように処分すれば良いかわからないから

予備等として保管しており、廃棄するつもりが

ないから

その他

(n=1,386)
35.2 

16.5 

27.2 

25 .8

28.7 

6.2 

26.1 

8.5 

19.6 

40.8 

17.4 

27.3 

40 .7

32.0 

9.3 

24.1 

15.5 

18.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

廃棄する手続きや準備が面倒だから

引渡先まで持っていくのが面倒だから

廃棄するのに費用がかかると思うから

個人情報が漏れるのが心配だから

廃棄するきっかけがないから

適切にリサイクルされるかがわからないから

保存しておきたいデータ等があるから

どのように処分すれば良いかわからないから

予備等として保管しており、廃棄するつもりが

ないから

廃棄経験あり(n=449) 3年間廃棄経験なし(n=937)

（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より）

③レアメタルの含有情報の共有状況

ⅰ）レアメタルの含有状況

パソコンのＨＤＤについては、メーカーや機種によらず全てにネオジム

磁石が使用されている。

ⅱ）含有情報の活用状況

パソコンのＨＤＤについては、メーカーや機種によらず全てにレアメタ

ルを含有していることから、レアメタルのリサイクル工程において、ネオ

ジム磁石の含有情報の共有については課題となっていない。

④レアメタルリサイクルの経済性分析

ⅰ）算定範囲と条件の設定

評価対象範囲はパソコン（ノート型、デスクトップ型）を解体し、「基板」

「ＨＤＤ」「リチウムイオン電池」を取り出した以降とし、２０１０年と２

０２０年において「レアメタル回収なし」（ベースシナリオ）の場合と「レ

アメタル回収あり」の場合について推計を実施した。

なお「レアメタル回収あり」については、２０１０年は手解体（シナリ

オ１）、２０２０年は機械設備導入（シナリオ２）による機械解体・機械選

別を想定している。
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図表 2.12 パソコンの処理フローとシナリオ分岐

解体 その他

基板

輸送

物流・金属回収（Li，Coを回収）へ

売却

：ベースシナリオとシナリオ1の分岐

HDD

輸送

Liｲｵﾝ電池

回収

売却

手選別

機械選別

基板

Taｺﾝﾃﾞﾝｻ

売却（コバルト合金として利用）

そのまま売却

物流・金属回収（Ta回収）へ

売却

：シナリオ1とシナリオ2の分岐

手選別

機械選別

非鉄

鉄等

磁石片

基板

基板濃縮物

売却

売却

物流・金属回収（Nd，Dy回収）へ

評価対象範囲

ベースシナリオ

シナリオ２

シナリオ１

ベースシナリオ

シナリオ２

シナリオ１
ベースシナリオ

シナリオ１・２

（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より）

ⅱ）試算結果8

パソコン全体での経済性については、２０１０年、２０２０年ともに「レ

アメタル回収あり」の合計収支が「レアメタル回収なし」の合計収支より

優位となることはなかった。

図表 2.13 パソコンの経済性分析結果（２０１０年～２０２０年）

（単位：百万円）

２０１０年 ２０２０年
レアメタル

回収なし

手分解による

レアメタル回収

レアメタル

回収なし

機械解体による

レアメタル回収

中間処理
費用 ０ １７９ ０ ５４

収入 ９２６ ９４５ ５６８ ５７３

中間処理段階における収支 ９２６ ７６６ ５６８ ５１８

金属回収
費用 － ３８ － ３５

収入 － ５０ － ４１

金属回収段階における収支 － １２ － ６

合計収支（収入－費用） ９２６ ７７８ ５６８ ５２４

（回収ありの合計収支）－（回収なしの合計収支） －１４８ ー４４

（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より）

そこで、２０２０年における構成部品毎（基板・ＨＤＤ・リチウムイオ

ン電池）の経済性をみたところ基板については、「Ｔａコンデンサ回収あり」

が、「Ｔａコンデンサ回収なし」を上回ることはなく、ＨＤＤについても「ネ

8本試算は、あくまで議論の材料として、関係者ヒアリング及び既往調査等を踏まえ部分的に試算した

ものであることや、レアメタルを回収した場合、しない場合に比べ経済性が改善するのか悪化するの

かを相対的に見ることを目的としているものであり、全体収支の数値がリサイクル事業の利潤を示す

ものではないことに留意が必要。
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オジム磁石回収あり」が「ネオジム磁石回収なし」を上回ることはなかっ

た。一方リチウムイオン電池については、合計収支がプラスに転じること

はないものの「湿式製錬によるＬｉ、Ｃｏ、Ｎｉ等回収あり」が「Ｌｉ、

Ｃｏ、Ｎｉ等回収なし」を若干上回る結果となった。

図表 2.14 パソコンの構成部品毎における経済性分析結果（２０２０年）

（単位：百万円）

対象部品
基板のみを

対象とした場合
ＨＤＤのみを
対象とした場合

リチウムイオン電池のみを
対象とした場合

回収の有無
Ｔａコンデンサ

回収なし

機械解体による

Ｔａコンデンサ
回収

ネオジム磁石

回収なし

機械解体による

ネオジム磁石
回収

Ｌｉ、Ｃｏ、Ｎｉ等

回収なし

湿式製錬による

Ｌｉ、Ｃｏ、Ｎｉ等
回収

合計収支（収入－費用） ５６４ ５２９ １０ １ －６ －５

（回収ありの全体収支）－（回収なしの合計収支） －３５ －９ ＋１

（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より）

ⅲ）感度分析（回収率）

２０２０年におけるパソコンの構成部品毎の経済性分析計結果をベース

に、回収率が変化した場合の合計収支の変化を試算したところ、基板につ

いては、回収率が向上しても「Ｔａコンデンサ回収あり」が、「Ｔａコンデ

ンサ回収なし」を上回ることはなかった。

またＨＤＤについては、回収率が３０％以上となることで、「ネオジム磁

石回収あり」が「ネオジム磁石回収なし」より優位となることから回収率

の向上が課題となった。

またリチウムイオン電池については、回収率が向上しても、合計収支が

プラスに転じることはないものの「Ｌｉ、Ｃｏ、Ｎｉ等回収あり」が「Ｌ

ｉ、Ｃｏ、Ｎｉ等回収なし」を上回る結果となった。

図表 2.15 構成部品毎における回収率による感度分析結果

基板のみを対象とした場合 ＨＤＤのみを対象とした場合
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リチウムイオン電池のみを対象とした場合
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5% 10% 20% 30% 40% 50%

合
計
収
支
（収

入
－
費
用
）電

池
の
み

百
万
円

Ｌｉ、Ｃｏ、Ｎｉ等回収なし

湿式製錬によるＬｉ、Ｃｏ、Ｎｉ等回収

（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より）
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（４）小形二次電池9

①使用済製品のマテリアルフロー

使用済小形二次電池については、一般家庭及び事業者より排出され、資

源有効利用促進法に基づき、電池メーカーと電池使用製品メーカー等によ

る回収が行われており、電池単体での排出と、製品（パソコン・携帯電話

等）と一体となった排出の２通りが存在している。

電池単体での排出の場合、電池メーカーと電池使用製品メーカー等が参

画したＪＢＲＣ（Japan Portable Rechargeable Battery Recycling Center）

により設置された回収ボックス等にてＪＢＲＣ会員である電池メーカーと

電池使用製品メーカー等の使用済小形二次電池の回収が行われている。一

方、製品と一体となった排出の場合、パソコンについては資源有効利用促

進法に基づく使用済パソコン回収スキームのなかでパソコンメーカー等に

より回収され、携帯電話については、携帯電話メーカーと通信事業者が設

立したモバイル・リサイクル・ネットワーク（ＭＲＮ）における使用済み

携帯電話の回収取組のなかで、携帯電話ショップ等での回収が行われてい

る。

図表 2.16 小形二次電池の静脈側のマテリアルフロー

国内リサイクル

排出

国内リユース

最終処分

海外への流出

特殊合金材料等

市町村

不要品回収業者等

小売店、メーカー等
ＪＢＲＣ、ＰＣメーカー、ＭＲＮ

リサイクル事業者

資源有効利用促進法等
によるスキーム

ユーザー
・ノートパソコン
・携帯電話
・その他

出典：産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第１５回）資料より。

なお、ＪＢＲＣが回収ボックス等を設置し回収した小形二次電池単体に

ついては、国内非鉄製錬事業者や電池リサイクル業者に引き渡されるため、

輸出されるものはほとんどない。また、メーカー等による回収スキームに

おいてパソコン・携帯電話と一体となって回収された小形二次電池につい

ても、電池の取り扱い不良等によって発火等の可能性があるため、必ず選

別され、電池リサイクル業者に引き渡されるので、輸出されるものはほと

9小形二次電池におけるレアメタルリサイクルの経済性分析については、33 ページのパソコン、41 ペ

ージの携帯電話の経済性分析を参照。
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んどない。

一方、小型電子機器等と一体となって排出されたもののうち、市町村に

より最終処分場に埋め立てられてしまうものや、不用品回収業者等を通じ

て海外に流出してしまうものなども一部存在する。

②消費者の排出意識（消費者アンケート調査より）

ⅰ）小形二次電池回収制度の認知度

経済産業省が実施した消費者アンケート調査（H24.2）によると資源有効

利用促進法に基づく使用済小形二次電池の回収制度の認知度は５２．８％

で、知らないと回答した人は２８．４％であった。

ⅱ）廃棄先

実際に使用済小形二次電池を廃棄した人で、その廃棄先として回収ボッ

クスや小売店等を選択した人は３５．７％で、小型電子機器等と一緒に廃

棄した人は３３．９％であった。

ⅲ）使用済小形二次電池回収制度に参加・協力しやすい条件

使用済小形二次電池の回収制度にどのような条件であれば参加・協力し

やすいか聞いたところ「回収ボックス等が近くにあること」を選択する割

合が８１．２％で最も高かった。

図表 2.17 小形二次電池の消費者アンケート結果

参加・協力しやすい条件認知度 廃棄先

充電式電池

を取り外し、

充電式電池

の回収ボッ

クスに廃棄

した

29.0%

充電式電池

を取り外し、

小売店等に

引き渡した

6.7%

充電式電池

を取り外し、

自治体の燃

えないごみ

等として廃

棄した

20.2%

充電式電池

を取り外し、

家に置いて

ある

9.5%

充電式電池

を入れたま

ま小型家電

ごと廃棄し

た

33.9%

その他

0.7%

(n=579)

61.1 

81 .2

59.6 

26.1 

38.9 

5.7 

14.3 

23.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

手続きや準備が簡単で引渡しやす

い

回収ボックス等が近くにある

支払う費用がかからない

法律に基づいている

適切にリサイクルされる

引渡後の製品の行方がわかる

環境・資源効果がわかる

乾電池と同じように自治体が収集

する

(n=579)

回収が行わ

れていること

を知っていた

し、実際に

ボックス等が

設置されて

いる場所も

知っている

28.6%

回収が行わ

れていること

は知っていた

が、実際に

ボックス等が

設置されて

いる場所は

知らない

24.2%

具体的な内

容は知らな

かったが、リ

サイクルする

制度があるこ

とは知ってい

た

18.8%

回収が行わ

れていること

を知らなかっ

た

28.4%

(n=40000)

（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より）

③レアメタルの含有情報の共有状況

ⅰ）レアメタルの含有状況



38 
 

小形リチウムイオン電池については、コバルト含有量が高いコバルト系

正極材のほか、コバルト含有量が低い三元系正極材、ニッケル主成分のニ

ッケル系、コバルトを殆ど含有しないマンガン系正極材や鉄系正極材が存

在する。２０１０年にＪＢＲＣが回収した使用済リチウムイオン電池のう

ち、コバルト系正極材の割合は７８％※であり、コバルト系以外の正極材の

割合が増加しつつある。

ⅱ）含有情報の活用状況

電池メーカーにおいて、正極材の含有金属情報等を電池に表示する取組

を実施※しており、一部のリサイクル業

者は、その識別表示に基づき、使用済

電池を正極材の種類毎に分別して処理

を行っており、コバルトの含有情報の

共有については課題となっていない。

※産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第１７回）資料より
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（５）携帯電話

①使用済製品のマテリアルフロー

携帯電話については、主に一般家庭から排出され、携帯電話リサイクル推

進協議会（ＭＲＮ・小売店等）により回収・リサイクルされる。

携帯電話リサイクル推進協議会による回収量は７６２万台で、退蔵分を除

いた年間推計排出量２，０６８万台に対する回収率３７％となっている。

図表 2.18 携帯電話の静脈側マテリアルフロー

国内リサイクル ７６２万台

貴金属等

出典：中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会小型電気電子機器リサイクル制度及び使用済製品中の有用金属の再生利用に関する小委員会（H23年度）資料に基づき作成。

５７２万台

国内リユース

海外への流出

携帯電話リサイクル推進協議会

最終処分 ６５４万台

ＭＲＮ・小売店等

７６２万台
ユーザー
３，６３９万台

うち退蔵、
継続保有分
１，５７２万台

うち排出分
２，０６８万台

リユース業者
輸出業者等

ＭＲＮ・小売店等
以外のルート

リサイクル事業者

市町村
６５４万台

なお、家庭内退蔵されるもの10が相当数存在するほか、市町村により最終処

分されるものや海外流出するものも一定量存在する。

②消費者の排出意識（消費者アンケート調査より）

ⅰ）携帯電話ショップ等での引き取り制度の認知度

経済産業省が実施した消費者アンケート調査（H24.2）によると携帯電話

ショップ等での引き取り制度の認知度は６０．４％で、全く知らないと回

答した人は１９．５％であった。

ⅱ）廃棄先

使用済携帯電話を実際に廃棄した人で、その廃棄先として携帯電話ショ

ップを選択した人は８５．６％、家電量販店等が９．３％となっており、

ほとんどの消費者は携帯電話ショップ等に引き渡しているとの結果となっ

た。

ⅲ）退蔵理由

使用済携帯電話を家庭内に退蔵している人の割合は６３．９％と他の品

10電話以外の用途での継続利用等するケースもあり留意が必要。
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目に比べ、退蔵割合が高い。またその退蔵理由としては「保存しておきた

いデータがある」が４１．６％、「きっかけがない」が３１．５％、「個人

情報漏洩が心配」が３０％の順となっている。退蔵している人は、廃棄経

験者に比べ、個人情報の漏洩を心配している割合が倍近く高い。

図表 2.19 携帯電話の消費者アンケート結果

認知度 廃棄先

携帯電話・

PHS通信事

業者の専門

販売店（ドコ

モショップ、ソ

フトバンク

ショップ、ａｕ

ショップ等）

85.6%

家電量販店

等、携帯電

話・PHS通信

事業者の専

門販売店以

外の販売店

9.3%

自治体（市区

町村）

2.3%

不用品回収

業者（軽トラッ

ク等で市中を

巡回しながら

不用品を集め

ている業者）

0.6%

無料回収場

所（空き地な

どでのぼり旗

をたてて不用

品を集めてい

る場所）

1.6% その他

0.6%

(n=829)

個人情報保

護について

知っていた

し、携帯電

話ショップ等

で回収され

ていることも

知っていた

41.1%

個人情報保

護について

は知らな

かったが、

携帯電話

ショップ等で

回収されて

いることは

知っていた

19.3%

具体的な内

容は知らな

かったが、リ

サイクルす

る取組があ

ることは知っ

ていた

20.0%

全く知らな

かった

19.5%

(n=40000) 23.3 

14.6 

30.0 

31.5 

41.6 

7.3 

10.2 

20.9 

24.6 

14.7 

18 .5

28.7 

41.8 

4.1 

6.7 

24.2 

22.8 

14.6 

34 .0

32.4 

41.6 

8.5 

11.5 

19.8 

0% 20% 40% 60%

廃棄する手続きや準備が面倒だか

ら

引渡先まで持っていくのが面倒だか

ら

個人情報が漏れるのが心配だから

廃棄するきっかけがないから

保存しておきたいデータ等があるか

ら

適切にリサイクルされるかがわから

ないから

どのように処分すれば良いかわか

らないから

予備として保管、または本来の機能

とは別の用途で使用しているから

退蔵全体

(n=1,895)
廃棄経験あり

(n=491)
3年間廃棄経験なし

(n=1,404)

廃棄経験別退蔵理由

（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より）

③レアメタルリサイクルの経済性分析

ⅰ）算定範囲とシナリオの設定

評価対象範囲は回収された携帯電話を本体とリチウムイオン電池に仕分

けした以降とし、２０１０年と２０２０年において「レアメタル回収なし」

（ベースシナリオ）の場合と「レアメタル回収あり」の場合について推計

を実施した。

なお「レアメタル回収あり」については、２０１０年は手解体（シナリ

オ１）、２０２０年は専用設備導入（シナリオ２）によるレアメタル回収を

想定している。
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図表 2.20 携帯電話の処理フローとシナリオ分岐

本体

物流・金属回収（Li，Coを回収）へ

手解体・選別

機械解体・選別 基板

Taｺﾝﾃﾞﾝｻ

売却（コバルト合金として利用）

物流・金属回収（Ta回収）へ

売却

評価対象範囲

ベースシナリオ

シナリオ２

シナリオ１

ベースシナリオ

シナリオ１・２

その他

基板

Taｺﾝﾃﾞﾝｻ

売却

剥離・選別 物流・金属回収
（Ta回収）へ

ベースシナリオ・シナリオ２

Liｲｵﾝ電池

回収

仕分け

売却

売却その他

（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より）

ⅱ）試算結果11 
携帯電話全体での経済性については、２０１０年、２０２０年ともに「レ

アメタル回収あり」の合計収支が「レアメタル回収なし」の合計収支より

優位となることはなかった。

図表 2.21 携帯電話の経済性分析結果（２０１０年～２０２０年）

（単位：百万円）

２０１０年 ２０２０年
レアメタル回収

なし

手分解による

レアメタル回収
レアメタル回収な

し

専用設備導入による

レアメタル回収

中間処理
費用 ４４ ５７９ ４４ ９７

収入 １，１７４ １，６３９ ９９９ ９７２

中間処理段階における収支 １，１３０ １，０６０ ９５５ ８７５

金属回収
費用 － ６５ － ４２

収入 － ９０ － ５６

金属回収段階における収支 － ２５ － １５

合計収支（収入－費用） １，１３０ １，０８５ ９５５ ８９０

（回収ありの合計収支）－（回収なしの合計収支） －４５ －６５

（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より）

そこで、２０２０年における構成部品毎（基板・リチウムイオン電池）

の経済性をみたところ、基板については、「Ｔａコンデンサ回収あり」が「Ｔ

ａコンデンサ回収なし」を上回ることはなく、リチウムイオン電池につい

ては、合計収支がプラスに転じることはないものの「Ｌｉ、Ｃｏ、Ｎｉ等

回収あり」が「Ｌｉ、Ｃｏ、Ｎｉ等回収なし」を上回る結果となった。

11本試算は、あくまで議論の材料として、関係者ヒアリング及び既往調査等を踏まえ部分的に試算した

ものであることや、レアメタルを回収した場合、しない場合に比べ経済性が改善するのか悪化するの

かを相対的に見ることを目的としているものであり、全体収支の数値がリサイクル事業の利潤を示す

ものではないことに留意が必要。
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図表 2.22 携帯電話の構成部品毎における経済性分析結果（２０２０年）

（単位：百万円）

対象部品
基板（Ｔａコンデンサ）のみを

対象とした場合
リチウムイオン電池のみを

対象とした場合

回収の有無
Ｔａコンデンサ

回収なし

機械解体による
Ｔａコンデンサ

回収

Ｌｉ、Ｃｏ、Ｎｉ等

回収なし

湿式製錬による
Ｌｉ、Ｃｏ、Ｎｉ等

回収

合計収支（収入－費用） ９７０ ８９７ －１５ －６

（回収ありの全体収支）－（回収なしの合計収支） －７３ ＋９

（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より）
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（６）小型電子機器等

①使用済製品のマテリアルフロー

小型電子機器等については、主に一般家庭から排出され、大半が一般廃棄

物として自治体により埋立・焼却処理されている。国内リサイクル量は１３，

５４０万台となっている。

図表 2.23 小型電子機器等の静脈側のマテリアルフロー

国内リユース（※)21,719万台

最終処分 38,350万台

海外への流出 17,176万台

国内リサイクル 13,540万台

リサイクル事業者 貴金属等

市町村
41,621万台

不要品回収業者等
42,530万台

小売店等
6,725万台

ユーザー
116,957万台

うち退蔵分

26,081万台

うち排出分

90,876万台

※ＣｔｏＣ、オークション等
を含む

出典：中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会小型電気電子機器リサイクル制度及び使用済製品中の有用金属の再生利用に関する小委員会（H23年度）資料に基づき作成。
※上記小委員会の検討対象品目から、携帯電話、パソコン、カー用品を除いた80品目。

なお、小売店等を通じてリユース・リサイクルされているものや、海外流

出しているものも存在するほか、市町村が実施する使用済小型電子機器等の

入札で、雑品として海外へ輸出する業者に買い負けてしまうことが多いとの

声があった。

②消費者の排出意識（消費者アンケート調査より）

ⅰ）廃棄先

経済産業省が実施した消費者アンケート調査（H24.2）によると、使用済

小型電子機器等を実際に廃棄した人で、その廃棄先として自治体を選択し

た人は５３．７％で、小売店が２３．０％、不用品回収業者等が１７．４％

であった。

ⅱ）廃棄先決定理由

廃棄先として小売店を選択した理由として「買換えの際に案内があった

から」を選択した人が４８．１％となっており、他の廃棄先に比べて高い。

ⅲ）退蔵理由

使用済小型電子機器等を家庭内に退蔵している人の割合は３９．０％で、

その退蔵理由として「きっかけがない」が４９．５％、「手続等が面倒」が

３６．５％、「予備として保管」が２１．１％の順であった。



44 
 

図表 2.24 小型電子機器等の消費者アンケート結果

廃棄先選択理由廃棄先

自治体（市

区町村）

53.7%

小売店（通

販の場合の

通信販売業

者を含む）

23.0%

廃棄する製

品のメー

カー

4.7%

不用品回収

業者（軽ト

ラック等で市

中を巡回し

ながら不用

品を集めて

いる業者）

9.8%

無料回収場

所（空き地な

どでのぼり

旗をたてて

不用品を集

めている場

所）

7.6%

その他

1.2%

(n=579)
57.6 

23.5 

41.5 

3.9 

1.0 

16.1 

21.9 

1.0 

8.4 

12.5 

57.9 

19.5 

36.1 

16.5 

48 .1

15.0 

24.1 

5.3 

10.5 

4.5 

33.7 

45.5 

45.5 

0.0 

1.0 

3.0 

8.9 

1.0 

5.0 

11.9 

0% 20% 40% 60% 80%

手続きや準備が簡単で引渡し

やすいと思ったから

家まで取りに来てくれる、また

は引渡先が近くにあったから

支払う費用がかからないと思っ

たから

個人情報が保護されると思った

から

買換えの際案内があったから

法律に基づく引渡先だと思った

から

適切にリサイクルされると思っ

たから

引渡後の製品の行方がわかる

と思ったから

環境・資源対策に役立つと思っ

たから

どこに出せば良いか分からな

かったから

自治体

(n=311)

小売店

(n=133)

不用品回収業者等

(n=101)

36 .5

15.3 

6.7 

49 .5

10.4 

4.8 

18.8 

21 .1

2.5 

0% 20% 40% 60%

廃棄する手続きや準備が面倒だ

から

引渡先まで持っていくのが面倒だ

から

個人情報が漏れるのが心配だか

ら

廃棄するきっかけがないから

保存しておきたいデータ等がある

から

適切にリサイクルされるかがわか

らないから

どのように処分すれば良いかわか

らないから

予備として保管、または本来の機

能とは別の用途で使用しているか

ら

その他

(n=1,158)
退蔵理由

（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会（第２２回）資料より）

③レアメタルの含有情報の共有状況

ⅰ）レアメタルの含有状況

携帯電話・パソコンを含む電気電子機器等の基板全般については、タン

タルコンデンサーのほか、タンタルを含まないアルミ電解コンデンサ、セ

ラミックコンデンサなども電気電子機器等の基板に搭載されている。なお、

携帯電話等の一部用途においてセラミックコンデンサへの代替が進展して

いる。

ⅱ）含有情報の共有状況

現在、基板に含まれるタンタルコンデンサーの有無に関する情報共有は

行われておらず、一部のリサイクル業者の取組として、自動化装置により

タンタルコンデンサーを選別する場合や目視により手選別する場合など

様々なケースが存在する。

今後、使用済電気電子機器等からタンタルコンデンサーを回収する前処

理の技術開発が行われ、当該技術が実用化された場合、レアメタルの含有

情報の共有は課題ではなくなる見込みである。
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（７）超硬工具

①使用済製品のマテリアルフロー

超硬工具については、主に自動車メーカー等の製造事業者から排出され、

超硬工具メーカー及び回収事業者を通じて、製錬事業者や特殊鋼メーカーに

おいてリサイクルされる。国内超硬工具メーカーへの還流量は８５０トンで、

年間推計排出量に対する回収率は３０％（排出量、回収量ともに工程内スク

ラップを含む）となっている。

図表 2.25 超硬工具の静脈側のマテリアルフロー

廃棄等 ５４０トン

工具メーカー
１，６１０トン

※工程内スクラップ
（４７０トン）含む

海外への流出等 ２７０トン

特殊鋼メーカー
２００トン

製精錬事業者

国内事業者 ４７０トン

海外事業者 ３８０トン

超硬工具メーカー
８５０トン

（数値はタングステン純分）

回収事業者
７００トン

ユーザー
２，３８０トン

出典：三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング「３Rシステム化可能性調査事業（超硬工具スクラップの回収促進事業）」（平成23年）に基づき作成。

なお、超硬工具メーカーにて回収された超硬工具スクラップは国内製錬

または海外にて委託製錬が行われ、超硬工具原料としてリサイクルされる。

一方で、超硬工具回収事業者にて回収された場合は、国内外製錬事業者

や国内特殊鋼メーカーへ売却される他、海外へ輸出されるケースや、リサ

イクルの必要性が認識されず、廃棄されるものが存在する。

超硬工具協会からは、回収量増加のために超硬工具ユーザー向けの排出

ガイドラインを作成した上で、超硬工具ユーザーへの普及を実施予定であ

り、特に大口ユーザーの業界団体との連携が課題との声があった。

②レアメタルの含有情報の共有状況

ⅰ）レアメタルの含有状況

超硬工具については、メーカー、型番によらず全ての超硬工具にタングス

テンが含有している。

ⅱ）含有情報の活用状況

超硬工具については、メーカーや用途にかかわらず、全ての使用済製品

にレアメタルを含有していることから、レアメタルのリサイクル工程にお

いて、レアメタル含有情報の共有については課題となっていない。


